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概 要 

最終更新日 2022 年６月１0 日 

プロジェクト名 

カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／ 

⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業／共通基盤技術開発・ 

⑨CO2 排出削減・有効利用実用化技術開発 

プロジェクト番号 P16002 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

環境部 ＰＭ 谷村 寧昭（2022 年 4 月～2022 年 6 月現在） 

環境部 ＰＭ 荒川 純  （2020 年 7 月～2022 年 3 月） 

０．事業の概要 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（CO2）を資源として捉え、回収し、有効利用するカーボンリサイク

ル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられている。これら技術開発の方針に対応するため、

CO2 排出削減を目的として、分離・回収した CO2 を多様な炭素化合物の製品として有効利用する技術（カーボン

リサイクル）を多分野において幅広い段階で開発することにより、技術体系構築を促進する。特に、化学品、燃料、

鉱物化等における製品化を行うため、以下の２つの研究開発項目において基礎研究及び実用化技術開発を行

う。 

・研究開発項目⑥：共通基盤技術開発事業により、カーボンリサイクルに必要な中長期的な研究開発を 実施

し、基礎技術を構築する。 

・研究開発項目⑨：CO2 排出削減・有効利用実用化技術開発事業により、基礎研究から実証に向けた応用技

術を構築する。 

１．事業の位置 

付け・必要性に

ついて 

我が国においてはカーボンリサイクルに関して、経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（2019

年 6 月策定、2021 年 7 月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメント、炭

酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製品の、コスト低減や用途拡大

に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、2021 年 6 月に策定された「2050 年カーボンニュートラルに伴

うグリーン成長戦略」においてカーボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに

位置づけられている。 

２．研究開発マネジメントについて 

 

 

 

  

 

事業の目標 

本カーボンリサイクル技術ロードマップに記載されている技術の中で、CO2 を原料とした化学品、燃料、鉱物化などに

関する技術を対象とし、これらの原理解明等の結果が中長期的に幅広い技術開発に活用できるように先導研究の

共通基盤技術開発を実施することで、カーボンリサイクル技術を向上する。 

また、CO2 の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、化学品、液体燃料、コンクリート、セ

メント、炭酸塩、炭素、炭化物などに関するカーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 

事業の計画内容 

主な実施事項 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 2024fy 2025fy 2026fy 

研究開発項目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業／共通基盤技術開発 

a.ダイヤモンド電極を用

いた石炭火力排ガス中

の CO2 からの基幹物質

製造開発事業 

     

 

 

b.カルシウム含有廃棄

物からのＣａ抽出および

CO2 鉱物固定化技術

の研究開発 
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c. CO2電解リバーシブル

固体酸化物セルの開発 
     

 
 

d.石炭灰およびバイオマ

ス灰等による CO2固定・

有効活用に関する要素

技術開発 

     

 

 

e.高温溶融塩電解を利

用した CO2 還元技術の

研究開発 

     

 

 

f.CO2/H2O の共電解

技術の研究開発 
     

 
 

g.放電プラズマによる

CO2 還元・分解反応の

基盤研究開発 

     

 

 

h.二酸化炭素資源化

のための中低温イオン液

体を用いた尿素電解合

成の可能性調査 

     

 

 

i.CO2 の気相電解還元

による炭化水素燃料の

直接合成可能な電極

触媒の研究開発 

     

 

 

j. 海水と生体アミンを用

いた CO2 鉱物化法の研

究開発 

     

 

 

k.CO2 からのアンモニアメ

タネーションの技術開発 
     

 
 

l.CO2を活用したマリンバ

イオマス由来活性炭転

換技術の開発 

     

 

 

m. カーボンリサイクルＬ

Ｐガス合成技術の研究

開発 

     

 

 

n.二元機能触媒を用い

た 高 効 率 炭 酸 ガ ス回

収・メタン合成プロセスの

研究開発 

     

 

 

研究開発項目⑨CO2 排出削減・有効利用実用化技術開発 

o.CO2 を原料としたパラ

キシレン製造に関する技

術開発 

     

 

 

p.CO2 を用いたメタノー

ル合成における最適シス

テム開発 

     

 

 

q.CO2 を原料とした直

接合成反応による低級
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オレフィン製造技術の研

究開発 

r. 次世代 FT 反応と液

体合成燃料一貫製造

プロセスに関する研究開

発 

     

 

 

s. 微細ミスト技術による

CO2 回収技術及び炭

酸塩生成技術の研究

開発 

     

 

 

t.マイクロ波による CO2

吸収焼結体の研究開

発(CO2-TriCOM) 

     

 

 

u.海水および廃かん水

を 用 いた 有 価 物 併 産

CO2 固定化技術の研

究開発 

     

 

 

v.産業廃棄物中カルシ

ウム等を用いた加速炭

酸塩化プロセス研究開

発 

     

 

 

w.セメント系廃材を活

用した CO2固定プロセス

及び副産物の 

建設分野への利用技術

の研究 

     

 

 

x.製鋼スラグ中 Ca の溶

媒抽出を用いた CO2 固

定化プロセスの技術開

発 

     

 

 

y.二酸化炭素の化学的

分解による炭素材料製

造技術開発 

     

 

 

z.製鋼スラグの高速多

量炭酸化による革新的

CO2 固定技術の研究

開発 

     

 

 

事業費推移 

 

(会計・勘定別に

NEDO が負担 

した実績額 

（評価実施年度

については 

予算額）を記載) 

(単位:百万円) 

会計・勘定 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 2024fy 2025fy 総額 

一般会計        

特別会計（需給） 1,270 3,753 4,146 (4,091) (3,150) (910) (17,320) 

開発成果促進財源        

総 NEDO 負担額 1,270 3,753 4,146 (4,091) (3,150) (910) (17,320) 
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（委託）・ 

（助成）・ 

（共同研究） 

のうち使用しない

行は削除  

（委託）研究開発項目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業／共通基盤技術開発 

a.ダイヤモンド電極を用

いた石炭火力排ガス中

の CO2 からの基幹物質

製造開発事業 

69 107 － － － － 175 

b.カルシウム含有廃棄

物からのＣａ抽出および

CO2 鉱物固定化技術

の研究開発 

43 59 － － － － 92 

c. CO2電解リバーシブル

固体酸化物セルの開発 
175 78 46 － － － 300 

d.石炭灰およびバイオマ

ス灰等による CO2固定・

有効活用に関する要素

技術開発 

86 130 91 － － － 307 

e.高温溶融塩電解を利

用した CO2 還元技術の

研究開発 

38 102 65 － － － 205 

f.CO2/H2O の共電解

技術の研究開発 
91 86 122 － － － 300 

g.放電プラズマによる

CO2 還元・分解反応の

基盤研究開発 

56 35 － － － － 101 

h.二酸化炭素資源化

のための中低温イオン液

体を用いた尿素電解合

成の可能性調査 

17 33 － － － － 51 

i.CO2 の気相電解還元

による炭化水素燃料の

直接合成可能な電極

触媒の研究開発 

－ － 119 79 － － 197 

j. 海水と生体アミンを用

いた CO2 鉱物化法の研

究開発 

－ － 43 88 (67) － (198) 

k.CO2 からのアンモニアメ

タネーションの技術開発 
－ － 54 57 － － 111 

l.CO2を活用したマリンバ

イオマス由来活性炭転

換技術の開発 

－ － 82 44 － － 126 

m. カーボンリサイクルＬ

Ｐガス合成技術の研究

開発 

－ － 109 147 (44) － (300) 

n.二元機能触媒を用い

た 高 効 率 炭 酸 ガ ス回

収・メタン合成プロセスの

研究開発 

－ － 161 37 － － 198 
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研究開発項目⑨CO2 排出削減・有効利用実用化技術開発 

o.CO2 を原料としたパラ

キシレン製造に関する技

術開発 

137 1147 367 （337） － － (1,988) 

p.CO2 を用いたメタノー

ル合成における最適シス

テム開発 

－ 12 433 （178） （202） （238） 1064 

q.CO2 を原料とした直

接合成反応による低級

オレフィン製造技術の研

究開発 

－ 19 76 (932) (530) (428) (1,984) 

r. 次世代 FT 反応と液

体合成燃料一貫製造

プロセスに関する研究開

発 

11 1,113 1,535 (1,064) (752) － (4,479) 

s. 微細ミスト技術による

CO2 回収技術及び炭

酸塩生成技術の研究

開発 

100 89 － － － － 189 

t.マイクロ波による CO2

吸収焼結体の研究開

発(CO2-TriCOM) 

30 89 160 (62) (54) － (395) 

u.海水および廃かん水

を 用 いた 有 価 物 併 産

CO2 固定化技術の研

究開発 

153 170 － － － － 323 

v.産業廃棄物中カルシ

ウム等を用いた加速炭

酸塩化プロセス研究開

発 

135 188 163 (420) (161) － (1,067) 

w.セメント系廃材を活

用した CO2固定プロセス

及び副産物の建設分野

への利用技術の研究 

115 179 － － － － 294 

x.製鋼スラグ中 Ca の溶

媒抽出を用いた CO2 固

定化プロセスの技術開

発 

－ 61 110 (174) (111) － (456) 

y.二酸化炭素の化学的

分解による炭素材料製

造技術開発 

－ 90 248 (444) (232) (194) (1,209) 

z.製鋼スラグの高速多

量炭酸化による革新的

CO2 固定技術の研究

開発 

－ 9 121 （29） （997） （50） (1,205) 
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開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁資源・燃料部石炭課 

プロジェクト 

リーダー 
設定なし 

プロジェクト 

マネージャー 

NEDO 環境部 荒川純（2020/7-2022/3） 

NEDO 環境部 谷村寧昭（2022/4-） 

委託先 

（助成事業の場合「助

成先」とするなど適宜変

更） 

（組合が委託先に含ま

れる場合は、その参加企

業数及び参加企業名も

記載） 

●研究開発項目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業／共通基盤技術開発  

 

a.ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中の CO2 からの基幹物質製造開発事業 

学校法人慶應義塾、学校法人東京理科大学、 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

 

b.カルシウム含有廃棄物からのＣａ抽出および CO2 鉱物固定化技術の研究開発 

 住友大阪セメント株式会社、国立大学法人山口大学、国立大学法人九州大学 

 

c. CO2 電解リバーシブル固体酸化物セルの開発 

 一般財団法人電力中央研究所、国立大学法人東京工業大学 

 

d.石炭灰およびバイオマス灰等による CO2 固定・有効活用に関する要素技術開発 

一般財団法人電力中央研究所、三菱重工業株式会社、東洋建設株式会社、 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

 ＜再委託＞ 

国立研究開発法人国立環境研究所、株式会社福岡建設合材 

 

e.高温溶融塩電解を利用した CO2 還元技術の研究開発 

 国立研究開発法人産業技術総合研究所、学校法人同志社 

 

f.CO2/H2O の共電解技術の研究開発 

 東芝エネルギーシステムズ株式会社、国立大学法人九州大学 

 

g.放電プラズマによる CO2 還元・分解反応の基盤研究開発 

 国立大学法人東海国立大学機構、澤藤電機株式会社、川田工業株式会社 

 

h.二酸化炭素資源化のための中低温イオン液体を用いた尿素電解合成の可能性調

査 

 一般財団法人電力中央研究所、学校法人慶應義塾 

 

i.CO2 の気相電解還元による炭化水素燃料の直接合成可能な電極触媒の研究開

発 

国立大学法人東京工業大学、国立大学法人埼玉大学、 

国立大学法人北海道大学 

 

j. 海水と生体アミンを用いた CO2 鉱物化法の研究開発 

学校法人北里研究所北里大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、 

国立大学法人琉球大学、国立大学法人東京大学、株式会社日本海水、 

出光興産株式会社 
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 ＜再委託＞ 

国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人琉球大学 

 

k.CO2 からのアンモニアメタネーションの技術開発 

日揮ホールディングス株式会社 、日揮グローバル株式会社、 

国立大学法人広島大学 

 

l.CO2 を活用したマリンバイオマス由来活性炭転換技術の開発 

 国立大学法人九州大学、一般財団法人金属系材料研究開発センター 

 

m. カーボンリサイクルＬＰガス合成技術の研究開発 

 一般社団法人日本グリーンＬＰガス推進協議会、 

国立研究開発法人産業技術総合研究所、エヌ・イーケムキャット株式会社 

 

n.二元機能触媒を用いた高効率炭酸ガス回収・メタン合成プロセスの研究開発 

 国立研究開発法人産業技術総合研究所、日立造船株式会社 

 

●研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発 

 

o.CO2 を原料としたパラキシレン製造に関する技術開発 

国立大学法人富山大学、日本製鉄株式会社、日鉄エンジニアリング、 

ハイケム株式会社、千代田化工建設株式会社、三菱商事株式会社 

 

p.CO2 を用いたメタノール合成における最適システム開発 

 JFE スチール株式会社、公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

 

q.CO2 を原料とした直接合成反応による低級オレフィン製造技術の研究開発 

 株式会社 IHI 

 

r.次世代 FT 反応と液体合成燃料一貫製造プロセスに関する研究開発 

成蹊大学、ENEOS 株式会社、名古屋大学、横浜国立大学、 

出光興産株式会社、産業技術総合研究所、石油エネルギー技術センター 

 ＜再委託＞ 

国立大学法人東京大学、国立大学法人広島大学、国立大学法人大阪大学、 

学校法人日本大学、国立大学法人東北大学、国立大学法人北海道大学 

 

s.微細ミスト技術による CO2 回収技術及び炭酸塩生成技術の研究開発 

 株式会社トクヤマ、双日株式会社、ナノミストテクノロジーズ株式会社 

＜再委託＞ 

国立大学法人東京工業大学 

 

t.マイクロ波による CO2 吸収焼結体の研究開発(CO2-TriCOM) 

中国電力株式会社、国立大学法人広島大学、 

中国高圧コンクリート工業株式会社 

＜再委託＞ 

学校法人中部大学 
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u.海水および廃かん水を用いた有価物併産 CO2 固定化技術の研究開発 

 学校法人早稲田大学、株式会社ササクラ、日揮グローバル株式会社 

 

v.産業廃棄物中カルシウム等を用いた加速炭酸塩化プロセス研究開発 

出光興産株式会社、UBE 株式会社、日揮ホールディングス株式会社、 

日揮株式会社、学校法人成蹊大学、国立大学法人東北大学 

 

w.セメント系廃材を活用した CO2 固定プロセス及び副産物の建設分野への利用技術

の研究 

 株式会社竹中工務店 

 

x.製鋼スラグ中 Ca の溶媒抽出を用いた CO2 固定化プロセスの技術開発 

 株式会社神戸製鋼所、株式会社神鋼環境ソリューション 

＜再委託＞ 

学校法人早稲田大学、国立大学法人東北大学、学校法人日本大学、 

学校法人東京農業大学 

 

y.二酸化炭素の化学的分解による炭素材料製造技術開発 

 三菱マテリアル株式会社 

 ＜再委託＞ 

国立大学法人群馬大学、国立大学法人岡山大学、国立大学法人東京工業大学 

  

z.製鋼スラグの高速多量炭酸化による革新的 CO2 固定技術の研究開発 

 JFE スチール株式会社 

 ＜共同研究＞ 

国立大学法人愛媛大学 

情勢変化への 

対応 

2021 年 4 月に菅総理大臣は、2030 年に向けた温室効果ガスの削減目標について、2013 年度に比べて 46％

削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを表明した。 

2021 年 7 月に経済産業省により「カーボンリサイクル技術ロードマップ」が改訂された。カーボンリサイクルに係る技術

は、将来有望な選択肢の一つであり、そのイノベーションを加速化していくことが重要とされ、DAC や CO2 輸送等の

取り組みも追加され、また、カーボンリサイクル製品（汎用品）の普及開始時期を 2040 年頃に前倒しすること等が

示された。 

2021 年 11 月に「COP26」が開催され、低排出エネルギーシステムヘの移行に向けての技術の開発・実装・普及

及び政策の採用を加速させることとなった。また、パリ協定第６条に基づく市場メカニズムの実施指針が合意された。 

2021 年 12 月に経済産業省により、「グリーンイノベーション基金事業の基本方針」が策定され 2050 年カーボン

ニュートラルの実現に向け、NEDO に２兆円の基金を造成し、野心的な目標にコミットする企業等に対して、10 年

間、研究開発・実証から社会実装までを継続して支援することとなった。 

これらのことから、本事業の早期実用化の重要性がさらに高まるとともに、事業内容を上記政策と連携し、排出源、

サプライチェーン、制度等の影響などの観点も追加した。 

・カーボンリサイクルの加速化も踏まえ、2030 年ごろに社会実装を目指すテーマについては、グリーンイノベーション基

金事業で採択され実施中（2 件） 

・各種勉強会や協議会における議論を注視し、標準化の議論や制度構築に資する基礎データの取得も行うこととし

た。 

・国内外の排出源やサプライチェーンについても、特に実証に近いテーマ等で、必要に応じ検討を行うこととしている。 

中間評価結果 

への対応 
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評価に関する 

事項 

事前評価  

中間評価 2025 年度（予定） 

事後評価 2026 年度（予定） 

３．研究開発成果

について 

●研究開発項目⑥：共通基盤技術開発事業 

 2020 年の 8 つの採択事業の半数以上は先導から実用化開発に向けた研究にシフト。更に６つの新たな先導研

究を採択。カーボンリサイクルロードマップの先導基盤技術の可能性を明確化。 

●研究開発項目⑨CO2排出削減・有効利用実用化技術開発 

 化学品分野において、各事業においてラボ~ベンチ試験装置が導入完了し、合成等の評価が進行中。カーボンリ

サイクルによる化学品合成手法の構築に寄与 

 液体燃料分野では電解等設備を導入完了し、試験開始。合成触媒の試験で選択性を確認。合成燃料におけ

る技術深化により、低コストな技術の提供に寄与。 

炭酸塩・セメントコンクリート等の分野ではラボ～ベンチスケールでの要素技術開発及び全体システム検討を実施

中。実証での要素技術開発につなげ全体システム構築化に寄与。 

投稿論文 「査読付き」27 件、「その他」63 件 

特 許 

「出願済」29 件、「登録」3 件、「実施」0 件（うち国際出願 4 件） 

特記事項： 

• 本事業中で得られた技術成果のうち、ノウハウについては、公開につながる特許化

は行わない。ただし、必要に応じて、新たな基本特許になりうる重要なものは特許

化を推進する。 

• 本事業によって得られた成果を活用し、標準化機関等との連携を図り、わが国の優

れたカーボンリサイクル技術を普及させることを念頭に、積極的な提案活動を展開し

ていく。 

 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

新聞・雑誌等への掲載：26 件 

展示会への出展：5 件 

４.成果の実用化・に

向けた取組及び見通

しについて 

実用化は、『CO2 排出削減・有効利用に適用可能な技術が確立されたこと』 をいう。 

技術構築の観点では、2020 年度から 2025 年度ごろを目標にラボレベルからベンチレベルにスケールアップを行い、

基本技術を確立し、実証により製品製造技術を実用化させる。その後、製品製造 2035 年度ごろを目標に大型商

用プラントを構築し、大規模商用化を図る。 

ビジネスモデルの構築の観点では、実証機を通じたカーボンリサイクル製品の製造技術構築により技術実用化を行

い、事業化見通しを得る。さらに一次製品の市場導入を図り、高次加工された製品としてさらなる社会流通を狙う。

また、製造設備や運用ライセンスなどとしての事業も同時に立ち上げ、総合的に事業拡充する。 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2016 年 1 月 制定 

変更履歴 

2016 年 4 月、9 月、2017 年 2 月、5 月、6 月、2018 年 2 月、7 月、

9 月、2019 年 1 月、7 月、2020 年 2 月、3 月、7 月、9 月、10 月、

2021 年 1 月、5 月、6 月、7 月、2022 年 3 月 改訂（研究開発の実

施体制、具体的研究内容、達成目標、研究開発スケジュール表等の追

加、修正） 




